
将来に向けた大切な取り組み開始の年
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平成 30年 12月
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予算総額  1400億 9889万 9千円 (△ 2.1%)

1)一般会計予算 747億 3000万 円 (O.O%)

2)特別会計予算 653億 6889万 9干円 (△ 4.4%)

ア)国民健康保険事業  232億 4500万円(△ 15.5%)
イ)後期高齢医療事業   32億 6500万円(2.4%)

ウ)介護保険事業    149億 8100万円(5.4%)
I)公共用地先行取得事業  3億 5584万3干円(76.7%)

オ)公共下水道事業    90億 7282万円(0.〇 %)

力)市立病院事業    144億 4923万6千円(1.8%)
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政策体系別の取り組み①

I.学び合い育ち合う みんなの笑顔がきらめ< ひとづ<り
(こども育成部、教育推進部、教育総務部、文化生涯学習部)

248億 3,507万 9千円 〔対前年度比約5.9%増加〕

Ⅱ。いきいきと暮らす ふれあいのある 地域づくり
(福祉部、市立病院、保健所)

759億 1,343万円 〔対前年度比約 3.7%減少〕

Ⅲ.安全でやすらぎのある 持続可能な 暮らしづ<り
(環境部、市民安全部、)肖防本部・消防署)

66億6,140万 6千円 〔対前年度比約26.6%減少〕

Ⅳ.人々が行きかい 自然と共生する便利で快適な まちづ<り
(都市部、建設部、下水道河川部、経済部、農業委員会)

187億 4,575万 7千円 〔対前年度比約3.6%増加〕

V.一人一人の思いが調和し 未来をひら< 行政経営

(企画部、総務部、財務部、会計課、選挙管理委員会、監査委員会、議会)

139億 4,322万 7千円 〔対前年度比約2.5%増加〕
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0(1)子育て 【こども育成部】

●(2)学校教育 。社会教育 【教育推進部】

●(3)教育環境 【教彎総務部】

●(4)生涯学習・文化 【文1し生涯学習部】

●(5)福祉 【福祉部】

●(6)医療 【市立病院】

●(7)地域保健・公衆衛生 【保健所】

●(8)職続・資源 鬱詢籠翻

書(9)安全。安0【市民安全部】

・ (lo)消 晦 【消防本部・ 消時署】

●(11)都 市づくり 【都市部】

饉(12)土 木・基盤 【建設部】

●(13)下 水道。河‖:【下水道河川部】

●(14)産業 。雇用 【経済部】

傘(15)震業委員会 【製業委員会】

“
(16)企画 【企画部】

穏(17)総務 【総務部】

経(18)財潟 【財務部】

援(19)会 計 除 計課】

`(20)選 挙 【選挙管理委員会】

■(21)監 査 【監査事務局】
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一般会計の歳入の推移
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16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

日入件費  日扶助費  ●公債費  目普通建設事業費  ●繰出金  0その他

フ22t ?478

717億 707億

その難
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嬌出金

公債責

人件費

一般会計の性質別歳出の推移
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●国民健康保険事業  0公共下水道事業  日老人保健医療事業  口その他  口介護保険事業  口公共用地先行取得事業  日病院事業  口後期高齢者医療事業
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96.4饉
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介委保険
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市の全会計の市債残高の推移
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●一般会計 (事業債 )

整病院事業会計

菫公共用地先行取得事業特別会計

『臨時財政対策債』とは～

「臨

9

1038.4986_8

9 8.6

104.0

一般会計

臨時財政

対策痰
166.5 109.5

120.7158.9 289.3131.3
177.2■53.1 198.4 275_1221.2 269.8241.9 259.3

144.2
138.6 病院事業

127.0
12■ .0

88.0
98.1109.5371.1 103.8

365.1

353.3
用地先行

取得事業
359.0

368.2 321.6
331.3368.3 333.9360.8 344.5 下水道

薯業

458.9 一般会計

事業債341.2306.7 287.7 2876268_0 252.0 247.8225.8 225.5

ごみ処理に関する課題への取り組み
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<本市のごみ処理に関する課題>
①ごみの減量化 0資源化

⇒家庭から出される燃やせるごみ中にある、資源化可能な資源物や未利用食品
の適正分別等を徹底し、ごみの減量化・資源化に取り組もうとする意識変革
が必要。

②ごみ処理施設
⇒老朽化に伴い「ごみ焼却処理施設」「粗大ごみ処理施設」等、3つの主要なごみ

処理施設の整備が必要。

最終処分場が使用終了により、焼却灰を市外において処理が必要。

③ごみ処理経費
⇒毎年度30億円を超える経費が必要。これ|こ加えて今後は、灰の処理
や施設整備に関する経費が新たに発生。

H公共下水道事業会計

ロー般会計 饉 時財政対策債 )

<課題解決に向けた取り組み>
市民の皆様の樟標的な
さらなる資源化の検討

4R‐活動、啓発の強化

家庭ごみ有料化の検討、戸別収集の検討



次期総合計画の策定に向けた取り組み
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○本市のまちづ<りの指針である『茅ヶ崎市総合計画』の計

画期間が、2020年 度で終了。

○現行の総合計画の取り組み結果を評価し、今後の課題整理

が必要。

○今後の社会・経済情勢の変化と、本市独自の将来に向けた

課題を整理。

<次期総合計画の策定に向けた取り組み>
・次期総合計画基本構想骨子の検討 (～2019年5月 )

・次期総合計画基本構想 (素案)の決定(2019年9月 )

・次期総合計画基本構想 (素案)のパブリックコメント実施

・次期総合計画基本構想 (案)の決定、議会提案(2019年 12月 )

・次期総合計画第 1次実施計画の検討 (～2020年3月 )


